
令和５年度 第１回鹿児島市環境審議会 会議概要 

 

【日 時】 

令和５年８月１０日（木） １０時００分～１１時１０分 

 

【場 所】 

市役所別館３階 ３００会議室 

 

【出席委員】 

有山委員、伊荻委員、川原委員、小山委員、髙山委員、徳留委員、冨安委員、 

中村委員、西園委員、二宮委員、三原委員、宮本委員、村山委員、山瀬委員 

 

【会 次 第】 

 １ 開会 

 ２ 報告 

  (1) 2020（令和２）年度のＣＯ２排出量 

  (2) 第三次環境基本計画等の令和４年度実施状況及び令和５年度取組予定等 

① 第三次環境基本計画 

② ゼロカーボンシティかごしま推進計画 

３ その他 

 ４ 閉会 

 

【議事概要】 

委 員：再生可能エネルギーの整備は費用がかかると思うが、地産地消のエコエネルギーとし

て市にはぜひ取り組んでもらいたい。鹿児島がそういったものに取り組んでいるとな

ると、観光客も増え、雇用も生まれる。課題もあるが、蓄電池はどんどん改良され手

に入りやすいところまで来ている。蓄電池があれば昨日のような災害時でも冷蔵庫や

お手洗いがつかるので、近所同士助け合えると思う。蓄電池を導入したい市民もいる

と思うので、蓄電池の助成金も検討してほしい。 

事務局：行政だけでは脱炭素化は進まないことから、地域の事業者や商店街の皆様と連携して

取り組んでいきたいと考えている。蓄電池の企業ができれば、雇用が生まれ経済も回

る。国では今年２月に「ＧＸ実現に向けた基本方針」を閣議決定され、今後はこのよ

うな視点からも取り組んでいかないといけないと考えている。 

 

委 員：資料２の２８ページの「リサイクル自転車フェアの開催」だが、公用車等への活用と

は具体的にどのような利用なのか。 

また、「プラスチック資源循環推進事業」は、今年度から試験的に取り組むことになっ

ているが、バケツなどのプラスチック製品を資源化できたらいいという声を聞くので、

できれば早いうちに実施していただければと思う。 

 

事務局：「プラスチック資源循環推進事業」での実証実験では、選定した２地区で、まず１か月

間は通常のプラスチック容器類を通常のとおり収集し、次の１か月間はプラスチック

製品も一緒に収集し、資源化するにあたってどのような課題があるか検証をする。 

 

事務局：公用車等への活用については、公用の自転車として、職員が外勤に行くときに使用す

るものである。 

（次のページに続く） 



委 員：資料２の１１ページの「かごりん」についてであるが、今年度から新しいシステムに

なり、支払い方法がクレジットカードとなったことで、使いにくくなったという声が

多い。今後、現金利用にシフトするのか、それともこのままクレジットカード利用に

なるのか精査してほしい。また、利用者の走行ルートに基づき、サイクルポートの位

置を検討すれば、利便性が高まり、ターゲティングもできるのではないか。次に、バ

ス事業課の電気自動車等の普及促進についてであるが、鹿児島市がゼロカーボンを目

指すなかで、ここが大きな課題となると思っている。バスや市電の台数を増やすとか、

市民の移動手段を公共交通機関にシフトしていくなどが考えられるが、そのような計

画はあるのか。また、令和５年度にＥＶ車を導入と記載しているが、２０５０年まで

に全車をＥＶ化できるのか、指針等があるのか。 

 

事務局：「かごりん」の導入にあたっては、プロポーザル方式で提案を募り、３事業者から提案

があった。その提案を総合的に評価し、今の事業者となった。全国的にもクレジット

カードによる支払い方法が主流となっており、今の事業者のシステムも支払い方法が

クレジットカードによるものであった。未成年の方等は、保護者等のクレジットカー

ドを登録いただき利用することができるので、そのようにご案内していただければと

思う。支払い方法がクレジットカードだと利用しにくいというご意見があることは運

営事業者に伝えたい。また、電子マネー等の対応も可能か協議したい。次に、サイク

ルポートの設置についてだが、利用者の属性は取得できないが、ＧＰＳ機能が付いて

いるため、「かごりん」の走行データを活用し、今後、利便性のよい場所等へのサイク

ルポート設置について検討していきたい。 

 

事務局：公共交通機関の利用促進については、これまでも様々な場面で行っているが、鹿児島

市の地形的な構造や団地が多いといったことから、やはり車に頼ってしまう部分があ

ると思う。今後のＥＶ車の導入状況であるが、国産メーカーがＥＶ車の提供する計画

を発表し、２０２４年、２０２５年に本格的に販売が始まるかと考えている。テスラ

や中国のＥＶメーカーの日本での販売も考えられるため、今後ガソリン車からの買い

替えが進んでいくと考える。ＥＶ車は走行距離が限られているため、充電設備の整備

が課題であり、国では、２０３０年までに急速充電器を３万基、普通充電器を１２万

基設置する計画がある。運輸部門におけるトラックや船のＥＶ化は時間を要すと考え

ている。国内のトラックメーカーが小型のＥＶトラックを発売した。ラストワンマイ

ルといって、最後の営業所から配達先までをＥＶ車を使うという物流形態があり、大

手の業者はそういった部分にＥＶトラックを導入していくと思うが、長距離を走るＥ

Ｖトラックの導入はまだ先であると思う。国はモーダルシフトを推奨しており、目的

地の途中まで鉄道や船で荷物を大量に運び、集積所から先をトラックで運ぶ取組で、

なかなか進んでいない状況ではあるが、こういった取組が今後は主流になってくるの

ではないか。 

 

委 員：資料２の１８ページの「市有施設への太陽光発電システム導入調査・検討事業」につ

いてだが、対象の施設に市営住宅は入っているのか。資料２の４８ページに、市営住

宅において、使途が定まっていないため、基礎のみ施工した、と記載があり、いずれ

導入されるかと思うが、他の施策では、避難所として使う福祉館や小学校で導入され

ている。郊外の住宅地では小学校、福祉館、市営住宅がまとまってあるので、市営住

宅も対象に入れると、面的に導入することができるのではないか。こういった視点も

持っていただけるとありがたい。 

 

（次のページに続く） 



事務局：今回の調査の対象には入っていない。現時点では、太陽光発電システムを設置した施

設において、発電した電力を全部消費することとしており、市営住宅の場合は電力を

消費できるのは、通路の電灯やエレベーターだけであり、太陽光発電システムを設置

するとしても、その容量に見合ったものを選択するため小さいものしか設置できない。

面的な整備は、オフサイトＰＰＡという方式になる。発電した電力を他の施設に供給

する自営線を整備する必要があり、費用が何千万もかかるのがネックであり、現時点

では検討していないところである。 


